
 

令和５年度 第１回 吹田市政策会議概要 
 

日 時：令和５年（2023年）６月２日（金）午前11時５分～午後０時10分 

場 所：吹田市役所 高層棟４階 特別会議室  

出席者：後藤市長、春藤副市長、辰谷副市長、小西総務部長、今峰行政経営部長、 

髙田市民部長、井田都市魅力部長、山下学校教育部長 

所 管：【地域教育部（放課後子ども育成室）】 

道場部長、堀次長、国本参事、中村参事 

 

案 件 吹田市立留守家庭児童育成室の待機児童対策について 

担当及び関連部局 地域教育部（放課後子ども育成室） 

【案件概要】 

待機児童を最小限に抑えるための方策として、次の取組を実施する。 

１ 運営業務委託の加速化 

２ 委託事業者に対する放課後児童支援員等処遇改善事業補助金の新設 

３ 留守家庭児童育成室の待機児童の居場所として開設している放課後キッズスクエアの対

象者拡充等 

【所管部の考え方】 

留守家庭児童育成室（以下「育成室」という。）の指導員として必要な保育士資格や教員免

許を持つ人材の確保が全国的な課題となっている中、本市においても直営指導員（以下「指

導員」という。）数は減少している。近年の欠員状況を踏まえると、今後も大幅な増加は見込

めない状況である。 

待機児童の主な要因である指導員の欠員解消を着実に進めることができる業務委託を加速

化し、計画を１年前倒しで、当初２か所としていた令和７年度（2025年度）の新規委託を４

か所へと変更する。 

また、委託事業者においても人材確保は課題となっていることから、国の補助事業を活用

し、委託事業者に対する補助金を新設する。 

業務委託による指導員の欠員解消を一定実現するまでの間、放課後キッズスクエアについ

て、開設箇所の増設や低学年用教室を確保できる学校での３年生の受入れ、育成室との選択

を可能とする等、多面的に放課後の居場所を確保する。 

【質疑概要】 

質問： 直営と民間では、どのような違いがあるか。 

回答： 保護者からの多様なニーズに対して、直営の育成室は画一的に提供する必要がある

が、民間は柔軟に対応することができる。また、人員確保についても、他の事業と一

体的に運営するなど、指導員を確保しやすい。 

 

質問： 運営業務委託の加速化を進めつつ、指導員の確保も同時に進めなくてはならない。

何か確保策はあるか。 

回答： 現在、本市では他市に先行して、民間の人材派遣を活用しているが、欠員が続いて

いる。本市の指導員は会計年度任用職員であり、他市は任期付短時間勤務職員である。

会計年度任用職員は勤勉手当の支給がなく、任期付短時間勤務職員は勤勉手当の支給

があるため、年収に差がある。令和６年度（2024年度）に会計年度任用職員の勤勉手

当の支給ができるように地方自治法が改正される予定のため、欠員解消の一つになる

と考える。 

 



 

質問： 勤勉手当以外に処遇改善を検討しているか。 

回答： 他市との均衡を図る観点から、令和５年４月から指導員の初任給を引き上げたとこ

ろである。 

 

質問： 勤勉手当の支給対象となることにより、処遇面で他市との遜色はなくなるのか。 

回答： 給与制度の違いがあるので一概に言えないが、上限の給料額は近隣では一番高い。

また、初任給は時給に換算すると、北摂や府内中核市と比べて低いわけではないが、

本市は他市より１日の勤務時間が30分短いため、結果的に年収に差が生じてしまう。

現在、保護者から開室時間延長のニーズがあり、午後７時までの開室、また夏期休業

中の開始時間を８時からにするなど、延長を検討している。それに伴い、勤務時間を

延長するならば、他市との差が少なくなる。 

 

質問： 委託事業者に補助金を交付することにより、賃金はどのくらいになるか。 

回答： 市は委託事業者に事業への委託料を支払っており、個々の職員への賃金を把握する

立場ではない。しかし、今回の取組は、実際に働いている方の確実な賃上げにつなが

るものである。 

 

意見： 現在、児童の放課後の居場所として本市では育成室・放課後キッズスクエア・太陽

の広場の３つの事業を実施している。今後、放課後の居場所に係る選択肢について、

各事業の違いや特色を保護者に丁寧に説明することで、子どもの個性や希望に合った

選択が可能となり、待機児童対策としての効果が高まると考える。 

 

指示： 子ども・子育て支援事業計画には、小学校６年生までの受入れも含めた方針が示さ

れている。今回の取組は小学校４年生までの待機児童を最小限に抑えるためのもので

あり、全ての問題が解消されるということではない。保護者からの時間延長などを希

望する声を踏まえて、今後の在り方を検討すること。 

 

意見： 国が出している「こども未来戦略方針（案）」の中では、新・放課後子ども総合プラ

ンの着実な推進が謳われており、全国的にも待機児童が課題となる中、育成室の安定

的な運営のために常勤職員配置など改善を図るという方向性に触れられている。そう

いった動きに対してもアンテナを張りながら、市の対応を検討してほしい。 

【結果】 

 本件は承認された。会議で出た意見、指示を踏まえて取組を進めること。 

 


